
総社市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和３年９月９日 

 

                                       総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市規則第２６号 

 

総社市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 総社市税条例施行規則（平成１７年総社市規則第４０号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中様式の表示に下線が引かれた様式（以下「移動様式」という。）を当該移動様式に対応する同表の改正後の欄中様式の表示に下線が

引かれた様式とする。 

 

改 正 後 改 正 前 

 

様式第４号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第６号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第６号の２（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第１７号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第１７号の２（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第３４号（第４条，第９条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

 

様式第４号（第４条関係） 略 

 

 

様式第６号（第４条関係） 略 

 

 

様式第６号の２（第４条関係） 略 

 

 

様式第１７号（第４条関係） 略 

 

 

様式第１７号の２（第４条関係） 略 

 

 

様式第３４号（第４条，第９条関係） 略 

 

 



改 正 後 改 正 前 

様式第３５号（第４条，第９条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第３６号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第３７号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第３７号の２（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第３９号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第５０号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第５１号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第５３号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第５８号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第５９号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第６９号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第３５号（第４条，第９条関係） 略 

 

 

様式第３６号（第４条関係） 略 

 

 

様式第３７号（第４条関係） 略 

 

 

様式第３７号の２（第４条関係） 略 

 

 

様式第３９号（第４条関係） 略 

 

 

様式第５０号（第４条関係） 略 

 

 

様式第５１号（第４条関係） 略 

 

 

様式第５３号（第４条関係） 略 

 

 

様式第５８号（第４条関係） 略 

 

 

様式第５９号（第４条関係） 略 

 

 

様式第６９号（第４条関係） 略 

 

 



改 正 後 改 正 前 

様式第７４号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第７５号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第８０号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第８２号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第８３号（第４条関係） 

 （別紙のとおり） 

 

様式第７４号（第４条関係） 略 

 

 

様式第７５号（第４条関係） 略 

 

 

様式第８０号（第４条関係） 略 

 

 

様式第８２号（第４条関係） 略 

 

 

様式第８３号（第４条関係） 略 

 

 

   附 則 

この規則は，令和３年１０月１日から施行する。 



 



様式第４号（第４条関係） 

 （表） 

岡 山 県 総 社 市 

個人市民税 

個人県民税 

領収証書 公 

 

岡 山 県 総 社 市 

個人市民税 

個人県民税 

納入書 公 

振 替 の 請 求

に使用する欄 

払出口座番号 払出請求人印 
 

岡 山 県 総 社 市 

個人市民税 

個人県民税 

納入済通知書 公 

  

市区町村コード 口 座 番 号 加 入 者 名 
  

市区町村コード 口 座 番 号 加 入 者 名 
  

市区町村コード 口 座 番 号 加 入 者 名 

3 3 2 0 8 9 01230－3－960055 総 社 市 会 計 管 理 者 3 3 2 0 8 9 01230－3－960055 総 社 市 会 計 管 理 者 3 3 2 0 8 9 01230－3－960055 総社市会計管理者 
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   年  月分 

指 定 番 号 
納入金額(1)       円 

  

   年  月分 

指 定 番 号 
納入金額(1)       円 

  

 月分 

   年  

指 定 番 号 
納入金額(1)      円 

   

 納入すべき金額が右の納入金額(1)の

欄の金額と異なるときは，納入金額(1)

の欄を横線で抹消し，納入金額(2)の欄に

記入して下さい。 
納

入

金

額

 

(2)

 

給与分 

一括徴収

分を含む 

 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 

 納入すべき金額が右の納入金額(1)の

欄の金額と異なるときは，納入金額(1)

の欄を横線で抹消し，納入金額(2)の欄に

記入して下さい。 
納

入

金

額

 

)(2

 

給与分 

一括徴収

分を含む 

 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 

332089 

 

納

入

金

額

 

(2)

 

給与分 

一括徴収

分を含む 

 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 

退 職

所得分 

 

退 職

所得分 
 

 納入すべき金額が右の納入金額(1)の

欄の金額と異なるときは，納入金額(1)

の欄を横線で抹消し，納入金額(2)の欄に

記入して下さい。 

退 職

所得分 

 

延滞金 

 

延滞金 

 

延滞金 

 

納 期 限    年   月  日 

督 促

手数料 

 

納 期 限    年   月  日 

督 促

手数料 

 

納 期 限    年   月  日 

督 促

手数料 

 

 

合計額  

 ※ 

日計 

口 

合計額  

 取 り ま と め 店 

合計額 
 

円 ゆうちょ銀行広島貯金事務センター 

(〒730－8794) ※印は郵便官署において使用する欄です。 

(特別徴収義務者) 

領

収

日

付

印 

 (特別徴収義務者) 

領

収

日

付

印 

 

領

収

日

付

印 

 (特別徴収義務者) 

住 所

又は 

所在地 

氏 名

又は 

名 称 様 

住 所

又は 

所在地 

氏 名

又は 

名 称 

様 

住 所

又は 

所在地 

氏 名

又は 

名 称 納 

上記のとおり領収しました。                          (納入者保管)  上記のとおり納入します。                         (金融機関等保管)  上記のとおり通知します。  (受付店→（指定金融機関名）→総社市)     (総社市保管) 

 



 

（裏） 

市 民 税 

県 民 税 

  納 入 申 告 書 

  総 社 市 長 様 

 

年   月   日提出 

 年  月分 人員 

人 

退 職 手 当 等 支 払 金 額 

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

  特 別 徴

収 税 額 

市 民 税 

          

県 民 税 

          

 地方税法第50条の5及び第328条の5第2項の規定により上記のとおり分離課税に係る所得割の納入

について申告します。 

（特別徴収義務者） （受付印） 

住所又は

所 在 地 

 

氏名又は

名 称 

 

法人番号 

又  は 

個人番号 

             

 



様式第６号（第４条関係） 

相 続 人 代 表 者 指 定 届 

年  月  日  

 

 総 社 市 長  様 

 

 被相続人に係る徴収金の賦課徴収（滞納処分を除く。）及び還付に関する書類を受領する代表者に

ついて，次のとおり指定しましたので，地方税法第９条の２第１項の規定により届けます。 

 市記入欄  

被

相

続

人

 

住 所  

氏 名  死亡年月日 年  月  日  

摘 要  

 

 市記入欄  

相

続

人

(

現

所

有

者

)
 

代

表

者

 

住 所 

〒 個人番号  

 

フリガナ  

被相続人

との続柄 

 

氏 名  

生年月日 年  月  日  

電話（    ）   ― 

代

表

者

以

外

の

相

続

人

 

住 所 

〒 個人番号  

 

フリガナ  

被相続人

との続柄 

 

相続

放棄 

了・未了 

氏 名  

生年月日 年  月  日  

電話（    ）   ― 

住 所 

〒 個人番号  

 

フリガナ  

被相続人

との続柄 

 

相続

放棄 

了・未了 

氏 名  

生年月日 年  月  日  

電話（    ）   ― 

住 所 

〒 個人番号  

 

フリガナ  

被相続人

との続柄 

 

相続

放棄 

了・未了 

氏 名  

生年月日 年  月  日  

電話（    ）   ― 

 ○現所有者とは，所有者として登記又は登録がされている個人が亡くなられている場合に所有して

いる人で，主として法定相続人が該当します。 

 ○現所有者の本人確認書類を添付してください。 

 ○法定相続人以外の人が代表者となる場合は，遺言書等の写しを添付してください。 

 ○相続放棄の手続きをお済ませの場合は，相続放棄申述受理書（写し）を添付してください。 

 ○本書は，不動産登記法の相続登記や相続税の申告とは関係ありません。 

 ○記入欄が不足する場合は，任意の別紙を添付してください。 

 ○法人が包括受遺を受けた場合は，「住所」を「所在地」，「氏名」を「名称」，「個人番号」を「法

人番号」に読み替えてください。 



様式第６号の２（第４条関係） 

現 所 有 者 申 告 書 

年  月  日  

 

 総 社 市 長  様 

 

 地方税法第３８４条の３に規定する現所有者について，総社市税条例第７４条の３の規定により申

告します。 

 市記入欄  

被

相

続

人

 

住 所  

氏 名  死亡年月日 年  月  日  

摘 要  

 

 市記入欄  

相

続

人

(

現

所

有

者

)
 

代

表

者

 

住 所 

〒 個人番号  

 

フリガナ  

被相続人

との続柄 

 

氏 名  

生年月日 年  月  日  

電話（    ）   ― 

代

表

者

以

外

の

相

続

人

 

住 所 

〒 個人番号  

 

フリガナ  

被相続人

との続柄 

 

相続

放棄 

了・未了 

氏 名  

生年月日 年  月  日  

電話（    ）   ― 

住 所 

〒 個人番号  

 

フリガナ  

被相続人

との続柄 

 

相続

放棄 

了・未了 

氏 名  

生年月日 年  月  日  

電話（    ）   ― 

住 所 

〒 個人番号  

 

フリガナ  

被相続人

との続柄 

 

相続

放棄 

了・未了 

氏 名  

生年月日 年  月  日  

電話（    ）   ― 

 ○現所有者とは，所有者として登記又は登録がされている個人が亡くなられている場合に所有して

いる人で，主として法定相続人が該当します。 

 ○現所有者の本人確認書類を添付してください。 

 ○法定相続人以外の人が代表者となる場合は，遺言書等の写しを添付してください。 

 ○相続放棄の手続きをお済ませの場合は，相続放棄申述受理書（写し）を添付してください。 

 ○本書は，不動産登記法の相続登記や相続税の申告とは関係ありません。 

 ○記入欄が不足する場合は，任意の別紙を添付してください。 

 ○法人が包括受遺を受けた場合は，「住所」を「所在地」，「氏名」を「名称」，「個人番号」を「法

人番号」に読み替えてください。 



様式第１７号（第４条関係） 

 

徴 収 猶 予 申 請 書 

 

総社市長  様 

 次のとおり徴収猶予を申請します。 

申

請

者

 

住 所 

所在地 

 

申請年月日 年  月  日 

（電話番号） 

氏 名 

名 称 

 

 

法人番号              

徴

収

猶

予

を

受

け

よ

う

と

す

る

金

額

 

年度 税 目 期別 通知書番号 税 額 督促手数料 延滞金 計 備考 

    

円 円 円 円 

 

         

         

         

該当条項  合計 

円 

 

 猶予該当

事実の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

一時に納付

することが

できない事

情の詳細 

 

 

 

 

納

付

計

画

 

年 月 日 納付金額 年 月 日 納付金額 年 月 日 納付金額 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

猶 予 期 間     年   月   日から    年   月   日まで    月間 

担 保 

□ 有 

□ 無 

担保財産の詳細

又は提供できな

い特別の事情 

 

 



様式第１７号の２（第４条関係） 

 

換 価 の 猶 予 申 請 書 

総社市長  様 

 次のとおり換価の猶予を申請します。 

申

請

者

 

住 所 

所在地 

 

申請年月日 年  月  日 

（電話番号） 

氏 名 

名 称 

 

 

法人番号              

換

価

の

猶

予

を

受

け

よ

う

と

す

る

金

額

 

年度 税 目 期別 通知書番号 税 額 督促手数料 延滞金 計 備考 

    

円 円 円 円 

 

         

         

         

         

該当条項  合計 

円 

 

一時に納付

することに

より事業の

継続又は生

活の維持が

困難となる

事情の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

納

付

計

画

 

年 月 日 納付金額 年 月 日 納付金額 年 月 日 納付金額 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

猶 予 期 間     年   月   日から    年   月   日まで    月間 

担 保 

□ 有 

 

□ 無 

担保財産の詳細

又は提供できな

い 特 別 の 事 情 

 

 



様式第３４号（第４条，第９条関係） 

年  月  日   

 

 

  総社市長    様 

 

 

 

 

住 所             

閲覧者                 

氏 名             

 

 

 

固定資産税課税台帳閲覧申請書 

 

 

  次のとおり閲覧したいので申請します。 

 

記 

 １ 所 有 者 

    住所（所在地） 

    氏名（名 称） 

 ２ 資産の表示 

         家屋 宅地 田 畑 山林 

 ３ 目 的 



様式第３５号（第４条，第９条関係） 

年  月  日   

 

  総社市長    様 

 

 

 

住 所             

氏 名             

 

 

 

 

固定資産税課税台帳閲覧承諾書 

 

 

  次の者に私の資産に対する閲覧を承諾します。 

 

記 

 

 

 １ 住 所（所在地） 

 

 

 ２ 氏 名（名 称） 

 

 

 

  添付書類 承諾者の本人確認書類 



様式第３６号（第４条関係） 

 

        年 度         市民税・県民税簡易申告書 

総社市長 様 

 

年    

 

月  日  

 

提 出  

フリガナ  (業種又は職業) 

 

(電話) 

 

 個人

番号 

            

氏 名   

(生年月日)     年  月  日 

寡婦等  □ 寡婦・ □ ひとり親 障害者  □ 特別 

身体障害者手帳 1・2級，精神障害者保健福祉手帳 1級

療育手帳 Ａ，障害者控除対象者認定書(特別障害者) 

・ □ 普通 左記以外 

住 所 

 1月1日現在の住所 

世帯主の氏名及び続柄 

宛名番号   

続柄(    ) 

世帯番号   

 

①所得金額等 

所得のない方は右の※枠内に「所得なし」と御記入のうえ，一番下の『○  年中

収入のなかった人』の欄に状況を記入してください。 

  

     ※ 

  

所 得 の 種 類 Ⓐ 収 入 金 額 

Ⓑ 必 要 経 費 

専従者給与額・ 

専従者控除額を含む 

Ⓒ所得金額(Ⓐ－Ⓑ) 備 考 

事 業 

円 円 円    (Ⓑのうち，専従者給与額・専従者控除額) 

青 

 

不 動 産 

      (Ⓑのうち，専従者給与額・専従者控除額) 

青 

 

給 与 

   

 

譲 渡 

   

下記③欄に必要事項を記入してください。 

雑(公的年金等) 

   

課税対象でない年金(障害年金，遺族年金など)は記入不要です。 

そ

の

他

 

 

   

 

②控除対象配偶者・扶養親族等 

障害者の欄は，該当する場合に○で囲んでください。事業専従者及び国保被保険者の欄は，

該当する場合に○印を付してください。また，所得金額の欄は，上記Ⓒの欄に準じて算出し

てください。 

  

 

氏 名 個 人 番 号 続 柄 生 年 月 日 

同 居

区 分 

障害者 

事 業

専従者 

所得金額 

国保被

保険者 

               

同居 

別居 

特別 

普通 

   

               

同居 

別居 

特別 

普通 

   

               

同居 

別居 

特別 

普通 

   

               

同居 

別居 

特別 

普通 

   

③譲渡所得に関する事項 

資 産 の 種 類 

(○で囲んでください。) 

左 の 資 産 を

取 得 し た 年 月 日 

譲 渡 し た 年 月 日 特 別 控 除 の 特 例 等 

 1． 土地建物等 

 2． その他の資産 

  

交換買換・収用・居住用財産 

その他(              ) 

 

○   年中収入のなかった人 

1 扶 養 さ れ て い る 

 扶養者の［住所］ 

     ［氏名］                     ［続柄］ 

2 病 気 療 養 中 

 ［病名］                         ［期間］ 

 ［入院先］ 

3 仕 送 り な ど で 生 活  ［誰から］ 

4 失 業 中  ［期間］ 

5 そ の 他 

    遺族年金 ・ 障害年金 ・ 傷病手当  を受給 

 

 



様式第３７号（第４条関係） 

市 税 減 免 申 請 書（   税） 

年  月  日  

  総社市長    様 

 

 

住 所 

（所在地） 

 

氏 名 

（名 称） 

 

法 人 番 号 

             

 地方税法第  条及び総社市税条例第  条の規定により，次のとおり市税の減免につ

いて申請します。 

年 度 別          年度 

税 目          税 

納税通知書

番 号 

第        号 

年 税 額          円 

減

免

申

請

の

理

由

 

 

 



様式第３７号の２（第４条関係） 

軽 自 動 車 税 種 別 割 減 免 申 請 書 

   年  月  日 

  総社市長    様 

 

申請者  住 所（所在地）                

           （納税義務者） 

氏 名（名 称）                

 

                  身体障害者等との続柄 本人・その他（     ） 

（身体障害者等減免のみ記入のこと）          

個人番号又は法人番号 

             

 

 総社市税条例第  条の規定により次のとおり市税の減免について申請します。 

減

免

申

請

の

軽

自

動

車

等 

種

別

 

原動機付自転車 軽 自 動 車 

2 輪 の 

小 型 自 動 車 
1種 2種乙 2種甲 

ミニ

カー 

2輪 3輪 

4 輪

乗用 

4 輪

貨物 

標 識 番 号  車 名  

年 度 別   年度 税 額  円 

主 た る 定 置 場 総社市 

使 用 目 的  

身

体

障

害

者

等

 

住 所 
 

氏 名  生 年 月 日      年   月   日 

手帳番号 
 

手帳交付年月日   年   月   日 

障 害 名 

 

障 害 の 程 度 A級 

項症 

款症 

上記の者について，この車両以外に自動車税種別割又は軽自動車税種別割の減免を， 

（ 受けている ・ 受けていない ）  

自

動

車

運

転

者

 

住 所  氏 名  

免 許 証 の

交付年月日 

   年  月  日 免 許 証 の 種 類 

 

免 許 証 の

有 効 期 限 

   年  月  日 免 許 証 の 番 号 

 

免 許 証 の

条 件 

 身体障害者等との 

続 柄 

 

家族運転

の場合の

み 記 入 

使

用

目

的

 

1通 勤 

2通園・通学 

3通 院 

4生 業 

週平均の通勤・通園・通学・通院日数 日 

（生業の場合はこの欄へ具体的に記入のこと） 

（注意）１ 減免申請は納期限前７日までに申請すること。 

２ 申請の際は，身体障害者手帳等，運転免許証，軽自動車税種別割納税通知書（納付書）

を提示のこと。 

    ３ 種別，家族運転の使用目的は該当の所を〇で囲むこと。 

    ４ １人の身体障害者等について自動車税種別割又は軽自動車税種別割のどちらか１台のみ

で減免を受けることができます。 



様式第３９号（第４条関係） 

市税納期限延長申請書（   税） 

年  月  日  

  総社市長    様 

 

 

住 所            

（所在地）           

 

氏 名            

（名称）            

 地方税法第  条及び総社市税条例第  条の規定により，次のとおり市税の納期限延

長を申請します。 

年 度 別          年度 

税 目          税 

期 別          期 

納税通知書番号 第        号 

税 額          円 

延 長 の 必 要と

す る 理 由 

  

 



様式第５０号（第４条関係） 

年  月  日   

 

  総社市長    様 

 

受領人 

住 所                

（所在地）                

 

氏 名                

（名 称）                

 

 

 

 

 

受 領 書 

 

 

 先に提出した次の証拠書類等の返還を受けました。 

 

証

拠

書

類

又

は

証

拠

物

 

名 称 数 量 摘 要 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 



様式第５１号（第４条関係） 

年  月  日   

 

  総社市長    様 

 

 

届出者 

 住 所 

（所 在 地） 

 

 氏 名          

（名 称） 

 

 

家 屋 滅 失 届 

 

  次のとおりお届けします。 

 １ 所 有 者 

   住 所 

   （所在地） 

 

   氏 名 

   （名 称） 

 

 ２ 建物の表示 

家 屋 の 種 類 構 造 面 積 摘 要 

  

m

2

 

  

     

     

 ３ 滅失の原因 

 

 

 ４ 滅失年月日 



様式第５３号（第４条関係） 

納 税 管 理 人 申 告 書（  税） 

 

年  月  日   

  総社市長    様 

 

住（居）所              

（所在地）              

 

氏 名              

 （名 称）              

（電話    ）  

 

 

個人番号又は法人番号 

             

 次の者を    税の納税管理人として定めましたから申告します。 

納

税

管

理

人

 

住 （ 居 ） 所 

（電話      ）  

氏 名 

 

職 業 

 

 

承 認 書 

年  月  日   

 

 

  総社市長    様 

 

 

氏名             

 

 

 納税者（特別徴収義務者）      の納税管理人を承認しました。 

 



様式第５８号（第４条関係） 

  

市 民 税 

県 民 税 

  給与支払報告

特 別 徴 収 

に係る給与所得者異動届出書 

 

整理番号 ※ 

※

退

職

者

に

つ

い

て

も

、

給

与

支

払

報

告

書

は

毎

年

１

月

末

日

の

提

出

期

限

ま

で

に

必

ず

ご

提

出

く

だ

さ

い

。

 

総社市長  あて     

 

 

 

     年   月   日 提出 

 

(

特

別

徴

収

義

務

者

)
 

給

与

支

払

者

 

住所又は所在地 〒 

連

絡

先

(

担

当

者

)
 

係 

個人番号又は法人番号 

             

氏名 

特別徴収義務者指定番号 

氏名又は名称 

電話番号 

 

―    ―     

給

与

所

得

者

 

宛名番号 
(ア) 

特別徴収税額 

(年税額) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

(イ) 

徴収済税額 

 

 

 

 

 

月分から 

 

月分まで 

 

 

 

 

 

 

円 

(ウ) 

未徴収税額 

(ア)－(イ) 

 

 

 

 

月分から 

 

月分まで 

 

 

 

 

 

 

円 

 

異動年月日 

 

 

 

 

 

 

年 

 

 

 

月  日 

 

異動の事由 

 

□1 転勤・転職 

□2 退 職(F) 

□3 死 亡 

□4 休職・育休 

□5 長 欠 

□6 その他 

 □A 2名以下 

 □B 他特徴 

 □C 少額 

 □D 不定期 

 □E 専従者 

 □G 1年未満 

異動後の未徴収 

税額の徴収方法 

 

 

 

□1 特別徴収継続 

(新勤務先で徴収) 

 

□2 一括徴収 

 

 

□3 普通徴収 

(本人が納付する) 

1月1日以降退職時までの

給与(賞与を含む)支払額 

 

 

 

 

 

 

円 

個人番号             

フリガナ 

新

姓

 

 

氏 名 

 

1月1日現在住所 

1月1日以降退職時までの

控除社会保険料額 

 

 

 

円 

異動後住所 

 

 

電話番号(           ) 

◎納税者が新しい勤務先において「特別徴収の継続」を希望される場合には以下の項目にも必ず記載してください。 

新しい給与支払者 

(特別徴収義務者) 

住所又は所在地 〒 新勤務先指定番号 

   左記勤務先へは月割額        円を

     月分から徴収するよう連絡済みです。 受給者番号 

氏名又は名称 

電話番号 

新規事業所の場合、新指定番号の事前連絡の(要 ・ 否) 

◎給与等の支払を受けなくなった後の月割額(退職した月を除く)の一括徴収について次の欄に必ず記載してください。 

の

理

由

 

一

括

徴

収

 

□1 異動が   年12月31日までで、申出があったため。 

 

□2 異動が   年1月1日以降で特別徴収の継続の希望がないため。 

徴収予定月日 

一括徴収予定額 

(上記(ウ)と同額) 
左記の一括徴収した税額は   月分

(  月  日納期限)で納入します。 

月    日   円 

 

※処理欄  

 

提出用 



様式第５９号（第４条関係） 

法 人 設 立 申 告 書 

 

年  月  日   

 

 

  総社市長    様 

 

 

事業所所在地                

 

法人名及び代表者               

（法人番号                ） 

 

 

  次のとおり法人を設立したので申告します。 

 

 

記 

 

 １ 事 業 所 所 在 地 

 

 ２ 商号及び電話番号 

 

 ３ 代 表 者 氏 名 

 

 ４ 設 立 年 月 日 

 

 ５ 資 本 金 

 

 ６ 事 業 目 的 

 

 ７ 事 業 年 度 

 

当初 

  年  月  日から 

 

  年  月  日まで 

次回から 

  月  日から 

 

  月  日まで 

 



様式第６９号（第４条関係） 

 原動機付自転車 

小型特殊自動車 

試乗用標識交付申請書 

 

 

年  月  日   

 

  総社市長    様 

 

販売業者住所             

氏名（名称）             

 

  総社市税条例第９１条の２第２項の規定により次のとおり申請します。 

 

記 

業 種 従 業 員 数 標 識 番 号 

   

取扱責任者 

有 効 期 間 

年   月   日から 

年   月   日まで 

 上記の者は，市内に営業所を有する販売業者である

ことを証明します。 

 

    年  月  日 

 

 団体名 

 

備 考 

 



様式第７４号（第４条関係） 

原動機付自転車等標識き損（亡失）届 

所 有 者 

納 税 義 務 者 

住 所  

氏 名  

標 識 番 号 総社市 き損（亡失）年月日 年  月  日  

取

り

付

け

て

い

た

 
 

原

動

機

付

自

転

車

等

 

種 別 

原 動 機 付 自 転 車 小 型 特 殊 自 動 車 

１種 ２ 種 乙 ２ 種 甲 ミ ニ カ ー 農 耕 用 そ の 他 

車 名  名 称  

総 排 気 量 ㏄  車 台 番 号  

型 式  型 式 認 定 番 号  

プレート亡失等の事由  亡失  盗難  き損  その他（                   ） 

亡 失 等 の 状 況  

  種別・プレート亡失等の事由欄は，該当の所を○で囲むこと。 

 

   上記の標識は，私の不注意により，き損（亡失）しましたのでお届けします。 

   もし，上記標識が発見された場合は責任をもって返却します。 

      年  月  日 

  総社市長      様 

届出人 

住 所 

氏 名 

 



様式第７５号（第４条関係） 

 
登録番号 

 

鉱 産 税 納 付 申 告 書 

年  月  日   

  総社市長    様 

 

納税者               

氏 名              

 

個人番号又は法人番号 

             

 総社市税条例第１０５条の規定により次のとおり鉱産税の納付について申告します。 

営 業 種 類  称 号  

事業所，所在地

及 び 名 称 

 

この申告に応答する係

及び氏名並びに電話番号 

 

税 額 

課 税 標 準 額 税 率 税 額 

円 

100

 

円 

 

月 分 鉱 産 物 価 格 明 細 書 

鉱 産 物 産 出 量 単 価 産 出 価 格 税 額 

  円 円 円 

     

     

     

     

計     

（参考事項） 

 備考 申告書の事務所，所在地及び名称欄には，この申告書を提出する市内の作業場を

管轄する事業所について記入すること。 



様式第８０号（第４条関係） 

 

 

受付印 

 

登録番号 

 

入 湯 税 納 入 申 告 書 

年  月  日   

 

   総社市長    様 

 

特別徴収義務者             

 

個人番号又は法人番号 

             

総社市税条例第１４５条第４項の規定により，次のとおり申告します。 

営 業 の 種 類 

 

称 号 

 

営 業 所

所 在 地 

 

営

業

主

 

住（居）所 

（所在地） 

 

氏 名 

（名 称） 

 

課 税 標 準 

 

税 額 円 

  月 分 入 湯 税 納 入 明 細 書 

日 課税標準 税 額 備 考 日 課税標準 税 額 備 考 

1  円  17  円  

2    18    

3    19    

4    20    

5    21    

6    22    

7    23    

8    24    

9    25    

10    26    

11    27    

12    28    

13    29    

14    30    

15    31    

16        

 



様式第８２号（第４条関係） 

 

 

受付印 

家 屋 の 共 用 部 分 に 係 る 申 出 書 

年  月  日   

 

 総社市長      様 

 

 

※ 調 査 年 月 日 ※ 処 理 事 項 

  

代表者 

 

 住所 

 

 氏名 

家屋の所在 総社市                     番地 

種 類  構 造  床面積 

 

所

有

者

 

所 有 者 の 住 所 氏 名 持 分 

  m

2

  

    

    

    

    

    

    

 １ この申出書は，建物の区分所有等に関する法律第２条第４項の共用部分の所有者の

代表者（同法第１７条第１項の規定によって選任した管理者があるときは，当該管理

者とする。）が記載して提出すること。 

 ２ 家屋の共用部分について建物登記簿に共用部分である旨の登記のあるものにあって

は，「所有者」の欄のみ記載すること。 

 ３ 「所有者」欄は，申出に係る共用部分の所有者全員について記載すること。 

 ４ ※印の欄は，申出者において記載しないこと。 



様式第８３号（第４条関係） 

新築住宅に対して課される固定資産税の減額申告書 

 

受付印 

 

  

 

年

月

日

 

※

調

査

 
 

年  月  日   

  総社市長    様 

納税義務者 

調

査

員

 

※

  

届出人 

住所（所在地） 

氏名（名 称） 

 次の家屋を新築したので減額を申請します。 

処

理

事

項

 

※

 
 
 
 

 

家 屋 の 所 在 総社市      番地 

家 屋 番 号 
 

種 類  

構 造 

 

床面積 

1 m

2

 
 

2 m

2

 
 

計 m

2

 
 

建 築 年 月 日        年   月   日 

登 記 年 月 日        年   月   日 

居 住 の 用 に

供した年月日 

       年   月   日 

※

認

定

事

項

 

延 床 面 積

の

2

1

 

m

2

 

居 住 部 分

の 床 面 積 

m

2

 

延床面積

2

1

以上で 

該 当 

非該当 

    

2

1

未満で 

居 住 部 分

の 床 面 積 

％ 
共 用 又 は

居 住 以 外

の 床 面 積 

％ 
配分

後の

面積 

居住 

m

2

 

該 当 

非該当 

m

2

 m

2

 

共用

又は

以外 m

2

 

台 帳 登 録 価 格 

円 

m

2

当た

り価格 円 

該 当 

非該当 

該当面積

の 価 格 

円 

税率 年税額 減額される税額 台帳記入  

 

円 円 

評価名寄  

徴 収 簿  

摘

要

 

 

 


